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１．はじめに 

近年、急速に発達した低気圧や収束帯によってもたらさ

れる暴風雪や大雪に伴い、多数の車両の立往生や長時間に

亘る通行止めなどの障害が度重なって発生している。しか

し、現時点では暴風雪や大雪に伴う道路通行規制の数値基

準は確立されていないため、気象状況・道路パトロール・

管理用カメラ映像などに基づいて総合的に通行規制を判断

している。今後、暴風雪や大雪による交通障害を軽減する

ためには、これらの発生頻度や地域性の特徴を整理のうえ、

通行規制や情報提供のタイミングなどをサポートするため

の基準を示すことが重要である。また、「大雪時の道路交

通確保対策中間とりまとめ１）」によれば、道路ネットワ

ーク機能への影響の最小化を目標に、情報収集や提供の工

夫、地域や道路ネットワーク（路線・区間）ごとにタイム

ラインの策定を行うべきと指摘している。 

筆者らは、暴風雪や大雪の評価技術および冬期道路管理

への活用について、図１に示す流れで検討した。はじめに、

一回の暴風雪や大雪の厳しさを評価する指標として、「障

害度（道路路線・区間の障害を段階的に示す線的な指標）」

と「警戒レベル（道路ネットワークの障害や地域の災害の

規模を示す面的な指標）」を提示した２）-５）。つぎに、道

路計画や維持管理の判断支援材料となるよう、暴風雪は新

潟県以北、大雪は積雪地域６）を対象に、暴風雪や大雪の

発生頻度や地域性を把握するためのグラフおよびハザード

マップを作成した７）。加えて、暴風雪時の道路管理にお

ける判断支援方策を検討するために、国土交通省本省や北

海道開発局を対象に、暴風雪時の道路管理における現状と

課題を、道路管理者へのヒアリング調査と資料に基づき整

理した８）。 

本論文では、暴風雪・大雪の評価技術のうち、評価指標

「障害度」の設定（図１(1)）、ハザードマップの作成

（図１(3)）、ならびに評価指標やハザードマップの冬期

道路管理への活用案の概要についてそれぞれ示す。 

 

２．評価指標の作成方針 

一回の暴風雪や大雪の厳しさを評価する指標に求められ

る要件として、以下の3つが考えられる。 

・任意の路線・区間や地域ごとに、各事象の規模を評価ま

たは表現できる 

・各事象の発生前または発生中において、今後発生しうる

障害や災害の規模を予想できる 

・道路管理判断のための指標として、防雪計画や事象発生

時のタイムラインなどに活用できる 

また、暴風雪や大雪によって生じる道路交通障害は、

気象現象の規模が大きくなるにつれて以下の①～④の順に

線的な障害から面的な障害へ推移し、場合により災害に至

るものと考えられる。 

① 吹雪や降雪に伴い、除雪作業の必要が生じ、併せて旅

行速度が低下する 

② 吹雪や降雪が局所的にある強度以上となり、個々の路

線・区間で交通障害に至る 

③ ある強度以上の吹雪や降雪の範囲が広がり、複数の路

線・区間で交通障害に至り、道路ネットワークの機能

低下が生じる 
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(1) 暴風雪・大雪の評価指標の設定 
暴風雪・大雪事例を収集のうえ、吹雪の度合を示す吹

雪量（暴風雪）や降雪量（大雪）と過去の通行止めとの
関係を分析し、評価指標「障害度（線的：道路路線・区
間の段階的な障害の度合）」と「警戒レベル（面的：道
路ネットワークの障害や地域の災害の規模の度合）」の
基準数値を、統計的手法により設定。 

↓ 

(2) 暴風雪・大雪の発生頻度と地域性の変化傾向 
過去 60 年間の気象値（気象庁 DSJRA-55：解像度 5km）

を用いて、一回の暴風雪・大雪の発生頻度（(1) 評価指
標の「警戒レベル」を活用）を 10 冬期ごと、地域細分ご
と（暴風雪：北海道・東北地方・新潟県の 9 細分、大
雪：日本の積雪地域の 11 細分）にグラフにて整理。 

↓ 

(3) 暴風雪・大雪のハザードマップの作成 
暴風雪や大雪の事象の規模と、それに伴う交通障害や

通行規制などの発生頻度をリスクとして位置づけ、暴風
雪や大雪の評価指標などをもとに、冬期道路管理や施策
立案に資するハザードマップを作成。 
＜ハザードマップの表示要素＞ 
ア）一回の暴風雪や大雪の規模（24 時間最大値など） 
イ）一回の暴風雪や大雪の発生頻度（(1)評価指標の「障
害度」など） 
ウ）冬期間の吹雪や降雪の累計値 
＜ハザードマップの表示パターン＞ 
① ア）～ウ）の統計値を直接表現したもの 
② 複数要素を組合せたもの（例：一回の規模＋累計値） 
③ 複数要素を組合せて危険度を階級化したもの 
※使用データ：気象庁DSJRA-55出力値をAMeDAS観測値に
より補正した値。 

↓ 

(4) 暴風雪時の道路管理における判断支援方策の検討 
暴風雪時の道路管理における現状と課題の整理 
評価指標やハザードマップの活用案 など 

図１ 本検討の流れ（(1)と(2)を包括した検討結果

は、日本雪工学会論文集に投稿中） 



④ ある強度以上の吹雪や降雪が広範囲で継続し、道路

上の吹きだまり・積雪深さがより大きくなることで、

交通障害の解消に多大な時間を要し、道路ネットワ

ークの機能低下が長時間継続する 

上記を踏まえ、本研究では、一回の暴風雪や大雪の厳

しさを示す指標として、道路管理に資する観点から、図

１の(1)に示す「障害度」（上記②の段階を考慮）と、

「警戒レベル」（上記③と④の段階を考慮）を設定し、

これらを評価する指標を検討した。 

 

３．暴風雪の評価指標「障害度」の設定 

３．１ 設定方針 

暴風雪の評価指標のうち、「障害度」の設定方針を以

下に示す。ここでは、吹雪の厳しさを示す物理量として

時間吹雪量（kg/m/h）を用いた。筆者らは1kmメッシュの

気象値を用いた時間吹雪量の推定手法を整備のうえ、北

海道東部で発生した暴風雪事例（8冬期53事例）を用いて、

網羅的に解析するためのデータセットを作成した９）。上

記と以降で述べる既往文献を用いて時間吹雪量と吹雪障

害（視程障害と吹きだまり）との関係を整理のうえ、道

路交通に影響を与える吹雪障害に相当する時間吹雪量を

設定した。これらの結果を用いて、暴風雪時の評価指標

「障害度」の数値基準を段階的に設定した。本解析では、

視程低下の状態がある程度継続することが交通障害発生

に寄与すると考え、3時間移動平均した吹雪量を利用した。 

３．２ 吹雪障害に相当する時間吹雪量の設定 

（１）視程障害 

加治屋ら10）によれば、吹雪時の視程が50m未満になると、

ブレーキ操作による減速が多くなることを示している。

これが、道路での立ち往生や通行止めにつながる要因で

あると仮定し、ドライバーの目線高さ1.2mにおける吹雪

視程𝑉𝑖𝑠(m)と時間吹雪量𝑄ℎ(kg/m/h)との関係11）を参考に、

雪堤高さ𝐻 (m)を0.0, 0.5, 1.0に設定のうえ、以下の式

(1)より𝑉𝑖𝑠を推定した。 

ここで、 𝑧は視程を推定する高さ(m)である（図２）。式

(1)に𝑄ℎ = 300を代入すると、𝑉𝑖𝑠は23～52mで概ね50m未

満となる。このことから、道路交通に影響を与える視程

障害は時間吹雪量𝑄ℎ ≥ 300の場合に発生すると設定した。 

（２）吹きだまり 

金子ら12）は、吹きだまりの深さが20cmになると軽自動

車の発進が困難になると報告している。国土交通省が想

定する道路除雪1サイクルにかかる時間は3時間であるこ

とから13）、吹きだまりの深さが3時間以内に20cmに達する

場合に車両発進が困難になると想定される。ここでは、

切土道路を対象に吹雪量と吹きだまり量の関係を示した

既往研究14）を参考に、図３に示す吹雪前の切土道路形状

に堆雪された断面図を設定のうえ、冬期交通確保幅w(m)

にて吹きだまり深さ 20cm/3hに相当する吹雪量を

3000kg/m/3hと見積った。以上より、道路交通に影響を与

える吹きだまりは、時間吹雪量𝑄ℎ ≥ 1000の場合に発生す

ると設定した。 

３．３ 障害度の数値基準の設定 

暴風雪53事例中のうち、10事例以上において通行止め

が実施された4区間（海岸部2区間、山間部1区間、内陸部

1区間）を選定し、吹雪量に基づく解析を行った。つぎに、

暴風雪の影響が明瞭な事例を用いた解析を行うため、区

間ごとに平均吹雪量の時間最大値を昇順とし、通行止め

あり上位5事例と、通行止めなし上位5事例、計40事例を

抽出した。解析区間内で吹雪視程の最低値が50m未満とな

った継続時間と通行止めが実施された事例の発生割合の

関係を図４に示す。また、解析区間内での最大吹雪量と

通行止めが実施された事例の発生割合の関係を図５に示

す。図４より、継続時間が長くなるにつれて通行止めの

発生割合が大きくなることが確認され、継続時間が3時間

を超えると75％、6時間を超えると全て通行止めとなって

いた。これより、視程50m未満の継続時間の差異が通行止

めの発生に関係していると考えられる。また、図５より、

最大吹雪量が800kg/m/h以上の時は全て通行止めとなって

いた。吹きだまり深さ20cm/3hに相当する時間吹雪量𝑄ℎは

約1000kg/m/hであることから、この結果は概ね整合して

いると言える。以上より、暴風雪時の道路における「障

害度」の数値基準を表１のように提案する。 

 

𝑉𝑖𝑠 =  

8438𝑄ℎ
−0.891 𝐻 = 0.0 𝑧 = 1.2 

11200𝑄ℎ
−0.981 𝐻 = 0.5 𝑧 = 0.7 

25284𝑄ℎ
−1.226  𝐻 = 1.0 𝑧 = 0.2 

     (1) 

 

図２ 視程高さ𝑧(m)と雪堤高さ𝐻(m)との関係 

 

 

図３ 吹きだまりを推定するための道路断面 

（地方部の一般国道における高さ 2.0mの切土道路を想定） 
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４．大雪の評価指標「障害度」の設定 

４．１ 設定方針 

大雪の評価指標のうち、「障害度」の設定方針を以下

に示す。ここでは、大雪の厳しさを示す物理量として時

間降雪量（cm/h）を用いた。大雪時の交通障害は、主に

多量降雪による新積雪の急激な増加に起因した車両の走

行困難（スタックや立ち往生）と、それらをきっかけと

して生じる車両滞留があげられる。ここでは、多量降雪

を「一定時間に積算された降雪量」として、1995年度以

降の大雪災害36事例を収集し、既往文献を用いて時間降

雪量と大雪障害との関係を整理のうえ、障害度の数値基

準を段階的に設定した。なお、道路上の新積雪には圧密

が作用するが、ここでは数値基準としての明確さを優先

し考慮しないものとした。 

４．２ 障害度の数値基準の設定 

収集した大雪災害36事例のうち、車両滞留に至る道路

交通の状況が詳細に記録されていた4事例延べ8区間を対

象に、車両滞留発生日時の48時間前からの積算降雪量の

推移を近傍の気象観測データより図６に整理した。ここ

では、降雪開始から概ね48時間以内に車両滞留が発生し

ていること、村田・河島15）より降雪量が40cm/24hに達し

た場合に車両滞留に至る可能性が高いこと、一般国道の

新雪除雪の1サイクルが概ね3時間13）であることを参考に、

車両滞留に至る前48, 24, 12, 6, 3時間の積算降雪量を表

２に示した。表２より，村田・河島15）が提示したように、

車両滞留発生前に概ね40cm以上/24hの降雪量が発生して

いた。また、車両滞留発生時の降雪量は40～60cm/24hが

多く、なかには60～80cm/24hの事例もあった。加えて、

前48時間と前24時間の差が0cmの事例（No.28, 33）は、前

6時間の積算降雪量が22～30cm、前3時間が11～19cmと大

きい。この場合は、路面上の新積雪の急激な増加に伴い、

車両の走行性や視認性が低下し、停車時間や発進回数が

増えることで路面状態が悪化すると考えられる16）。一方、

前48時間と前24時間の差が36～54cmと大きい車両滞留4事

例（表２中の★）のうち3事例は、前6時間、 3時間の積

算降雪量が6～12cmと小さかった。以上の結果に基づき、

大雪時の道路における「障害度」の数値基準を表３のよ

うに提案する。 

 

５．暴風雪および大雪のハザードマップの作成 

５．１ ハザードマップ開発の条件整理 

筆者ら８）が示した道路管理の体制およびヒアリング結

果を基に、暴風雪および大雪のハザードマップの①利用

者（国土交通省本省・北海道開発局本局・地方整備局本

局の道路管理者、現業の道路管理者（開発建設部本部、

 

図４  視程 50m未満（吹雪量 300kg/m/h 以上）の継続

時間と通行止めの発生割合との関係 

表１ 暴風雪の障害度の数値基準と推定される状況 

障害度 数値基準 推定される状況 

障害度 1 
視程50m未満（吹雪量
300kg/m/h 以上）が 3
～6時間継続 

視程低下により
走行環境が悪化 

障害度 2 
視程50m未満（吹雪量
300kg/m/h 以上）が 6
時間以上継続 

通行止めが必要
なほどの障害が

発生 

障害度 3 

吹きだまり 20cm 以上
/3h （ 吹 雪 量
1000kg/m/h 以上）が
発生 

軽自動車の発進
が困難となる吹
きだまりが発生 
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図６ 車両滞留発生までの近傍気象観測所の積算降雪量

(cm)の推移 

0

20

40

60

80

100

120

0 6 12 18 24 30 36 42 48

積
算
降
雪
量

(c
m

)

※
車
両
滞
留
が
発
生
し
た

4
8
時
間
前
か
ら
の
積
算

時間(h)

事例28：一般国道373号（鳥取県、2017年1月）

事例33：一般国道8号（福井県、2018年2月）

事例35：関越道上り（新潟県、2020年12月）

事例35：関越道下り（新潟県・群馬県、2020年12月）

事例36：北陸道下り（福井県、2021年1月）

事例36：北陸道上り（福井県、2021年1月）

事例36：一般国道8号金沢方面（福井県、2021年1月）

事例36：一般国道8号米原方面（福井県、2021年1月）

大型車スタック事例：実線

車両車種不明：破線

0前6前24前48 前36 前12

 

図５  最大吹雪量と通行止めの発生割合との関係 
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道路事務所、除雪業者）、道路利用者）、②利用場面

（計画段階、事象発生時）、③目的（防雪計画、事象発

生時の体制検討、維持管理作業、障害多発地域・区間の

把握など）ごとに、求められる要件（災害の規模、発生

頻度、地域が判断できる、雪害障害多発区間や箇所がわ

かるなど）をとりまとめた。これらのうち、道路管理者

や道路利用者が「計画段階」での活用を想定した静的な

ハザードマップを、過去の気象データを用いて作成した。 

 暴風雪・大雪における「ハザード」は、事象の「規模」

のみでなく、それに伴う交通障害などの「発生頻度」も

あげられる。ここで、一回の暴風雪や大雪の「規模」は、

暴風雪および大雪の道路路線・区間の厳しさを評価する

段階的な指標である「障害度」（表１、表３）、吹雪

量・降雪量の24時間の既往最大値および冬期の累計値を

採用した。また「発生頻度」は、筆者らが提示した警戒

レベル（図１）２）,３）のうち、道路交通に影響を与える警

戒レベル3の再現期間が1～2年、レベル4が2～10年、レベ

ル5が10年超となることを参考に、1回未満/10年、1回以

上/10年、5回以上/10年（1回/2年以上）、10回以上/10年

（1回/1年以上）以下の4段階を基準とした。 

５．２ 使用データおよびその補正方法 

使用データは、気象庁が提供するJRA-55領域ダウンス

ケーリングDSJRA-55（1960～2009年度冬期（12～3月）、

水平分解能5km格子）17）の風速（m/s）、気温（℃）、降

雪強度（kg/m2/s）を用いた。また、気象庁AMeDAS（1990

～2019年度冬期（12～3月）；暴風雪189地点、大雪267地

点）の風速（m/s）、気温（℃）、積雪深（cm）を用いた。

ここでは、DSJRA-55統計値を、気象庁AMeDAS（1990～

2019年度冬期（12～3月））の観測値を用いて、図７に示

すフローの①～⑤にしたがい補正した。 

５．３ 暴風雪および大雪のハザードマップ 

暴風雪と大雪のハザードマップの表現方法について、

①統計値（冬期累計吹雪量・降雪量の平均値など）、②

複数要素の組合せ（24時間吹雪量・降雪量の既往最大値

と冬期累計吹雪量・降雪量の平均値との比など）、③複

数要素を組合せた危険度の階級化、以上3パターンを設定

した（表４）。ここでは、パターン③について作成過程

を述べる。暴風雪では、暴風雪の障害度1～3（表１）と、

その発生頻度を組合せ、これらを交通障害発生の危険度

とし、それらの大小を表５に階級化した。つぎに、大雪

では、大雪の障害度1（表３）とその発生頻度を組合せ、

これらを交通障害発生の危険度とした。また、既往文献
18）,19）などを参考に、豪雪年の多量降雪の発生頻度を4回

以上/1年と仮定し、40回以上/10年を発生頻度の基準に加

えた。それらの大小を表６に階級化した。表５と表６、

およびDSJRA-55補正値（図７）を用いて、暴風雪および

大雪のハザードマップ案を作成した（図８、図９）。 

表２  車両滞留発生日時までの近傍気象観測所の積算降雪量(cm) 

 

事例
No.

事例名
気象観測所
（所管組織）

車両滞留
発生日時

積算降雪量 (cm)

前48

時間

前24

時間

前12

時間

前6

時間

前3

時間

28 一般国道373号（鳥取県） 智頭（気象庁） 2017/01/23 18:00 57 57 52 30 11

33 一般国道8号（福井県） 熊坂（国土交通省） 2018/02/06 00:00 39 39 26 22 19

35
関越道上り（新潟県） 小出（気象庁） 2020/12/16 18:00 91 55 25 12 6

関越道下り（新潟・群馬県） みなかみ（気象庁） 2020/12/16 22:00 112 82 44 32 16

36

北陸道下り（福井県） 福井（気象庁） 2021/01/09 12:00 86 47 34 19 16

北陸道上り（福井県） 加賀菅谷（気象庁） 2021/01/09 12:00 88 62 37 21 10

一般国道8号金沢方面（福井県） 福井（気象庁） 2021/01/10 05:00 94 40 10 2 0

一般国道8号米原方面（福井県） 福井（気象庁） 2021/01/09 19:00 97 54 34 11 6

 

図７ DSJRA-55統計値の補正方法のフロー 

★ 

★ 

★ 

★ 

表３ 大雪の障害度の数値基準と推定される状況 

障害度 数値基準 推定される状況 

障害度 1 
時間降雪量の積算値 
40cm以上/24h 

車両滞留、通行止め
が発生する程度 

障害度 2 
時間降雪量の積算値 
40cm以上/12h 

半日で車両滞留、通
行止めが 

発生する程度 

障害度 3 
時間降雪量の積算値 
20cm以上/3h 

除雪 1サイクル程度
の時間で、路面状況
の悪化、視程低下 

 



６．評価指標やハザードマップの活用案 

立場・役割の異なる道路管理者ごとに、計画時と事象

発生時における評価指標やハザードマップの活用案につ

いて整理した。 

６．１ 国土交通省本省、北海道開発局本局、地方整備

局本局の道路管理者 

（１）計画時 

国土交通省本省、北海道開発局本局、地方整備局本局

の道路管理者は、暫定2車線の高速道路や国道の4車線化

など、道路ネットワークの強化を優先する路線を事前に

把握することが想定される。ここでは、図８や図９に示

す暴風雪や大雪のハザードマップ案を利用することを提

案する。例えば暴風雪の危険度（図８）は、北海道の渡

島・留萌・宗谷地方の日本海側、内陸部、東部の海岸沿

いで高い傾向にあり、暴風雪による災害を軽減するため

の対策を優先的に検討すべきと考えられる。 

（２）事象発生時 

暴風雪や大雪が広範囲に渡って予見された場合に、道

表４ 暴風雪と大雪のハザードマップの表現方法（3パターン）とそれらの特徴 

表示方法 特 徴 

①統計値 
暴風雪・大雪による障害や道路管理，地域，路線に精通した道路管理者向けである。 

一方で，道路利用者が活用する場合に，危険性の表現として伝わりづらい可能性がある。 

②複数要素の 

組合せ 

冬期を通した吹雪や降雪の発生頻度は小さいが，発生する暴風雪・大雪の規模は大きい地域を把握でき

る。 

③階級化した 

危険度 

道路管理者および道路利用者が利用する場合，危険性の表現として伝わりやすいものと考えられる。 

一方で，ハザードマップの使用者（道路管理者，道路利用者）ごとに解釈が異なる可能性がある。 

表５ 暴風雪に関する階級化した危険度例 

危険度 説明 
整理要素を基にした判定条件 ※どちらかを満たした場合 

条件 1 条件 2 

危険度 0 
交通障害発生の可能性が低い 視程50m未満 継続3～6時間の履歴

なし（1回/10年未満） 
- 

危険度 1 
交通障害発生（視程障害）の可能性が

ある 

視程50m未満 継続3～6時間の履歴

あり（1回/10年以上） 
- 

危険度 2 
重度の交通障害（視程障害，吹きだま

り），通行止め発生の可能性がある 

視程 50m未満 継続 6時間以上の履

歴あり（1回/10年以上） 

吹きだまり 20cm/3h 以上の履歴あ

り（1回/10年以上） 

危険度 3 
重度の交通障害，通行止めが発生しや

すい 

視程 50m 未満 継続 6 時間以上が 2

年に 1回（5回/10年以上）程度 

吹きだまり 20cm/3h 以上が 2 年に

1回（5回/10年以上） 

危険度 4 
重度の交通障害，通行止めが頻発する 視程 50m 未満 継続 6 時間以上が 1

年に 1回（10回/10年以上）程度 

吹きだまり 20cm/3h 以上が 1 年に

1回（10回/10年以上） 

表６ 大雪に関する階級化した危険度例 

危険度 説明 整理要素を基にした判定条件 

危険度 0 交通障害発生の可能性が低い 24時間降雪量の既往最大値が40cm未満 

危険度 1 交通障害発生の可能性がある 24時間降雪量の既往最大値が40cm以上 

危険度 2 交通障害，通行止めが発生しやすい 24時間降雪量 40cm以上の発生回数が 1年に 1回以上（10回以上/10年） 

危険度 3 交通障害，通行止めが頻発する 24時間降雪量 40cm以上の発生回数が 1年に 4回以上（40回以上/10年） 

      
図８ 暴風雪のハザードマップ案（危険度を階級化）   図９ 大雪のハザードマップ案（危険度を階級化）  



路管理者（開発建設部本部、道路事務所）や関係機関と

の連絡体制確保や情報収集を実施すると想定され、各地

域における災害の規模を予め把握することで適切な対策

を取ることができると考えられる。例えば、地域別の

「警戒レベル（面的な災害規模の度合）」の分布と推移

に基づき、除雪体制の確保や支援など、関係者間の調整

を行うことが想定される。 

６．２ 開発建設部本部や道路事務所などの現業の道路

管理者、除雪業者 

（１）計画時 

現業の道路管理者は、道路の防雪計画や、事象発生時

における体制検討（タイムライン、維持管理体制など）、

利用者への啓蒙を実施すると想定される。例えば、路線

の中で暴風雪や大雪の発生頻度が高く、比較的危険性が

高いと想定される区間を抽出し、路線の重要性や代替路

を加味しつつ、防雪計画を策定することが想定される。 

（２）事象発生時 

現業の道路管理者は、情報収集を行ったうえで、タイ

ムラインに沿って体制の構築や対応を検討・判断し、除

雪等の維持管理作業に加え、道路利用者への情報提供を

実施すると想定される。例えば、暴風雪や大雪時には

「障害度」に相当する気象条件を基準とした道路管理が

案としてあげられる。段階移行の判断基準は、気象の地

域特性や暴風雪に対処する能力によって変化すると考え

られる。そのため、本案を採用する場合は、運用しなが

ら問題・課題を整理し、適宜改善することが望ましい。 

６．３ 今後に向けて 

道路管理者へのヒアリングの結果８）、極端気象時の的

確な道路維持管理のため、本検討で得られた評価指標の

予測値への期待が見られた。今後、評価指標の予測値を

提示する仕組みについて検討し、より適確な道路管理に

貢献したいと考えている。 
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